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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第112期

第２四半期連結
累計期間

第113期
第２四半期連結
累計期間

第112期

会計期間
自2020年１月１日
至2020年６月30日

自2021年１月１日
至2021年６月30日

自2020年１月１日
至2020年12月31日

売上高 （百万円） 326,621 693,358 973,700

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △43,225 50,206 △43,971

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失（△）
（百万円） △54,575 △13,412 △76,304

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △63,129 21,926 △70,188

純資産額 （百万円） 726,865 712,931 718,080

総資産額 （百万円） 2,163,492 2,142,322 2,203,606

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）
（円） △374.11 △91.93 △523.06

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 19.5 19.1 18.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 5,169 55,301 109,286

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △792,565 △10,393 △930,047

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 864,740 △73,646 896,521

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 197,501 178,282 197,928

 

回次
第112期

第２四半期連結
会計期間

第113期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
自2020年４月１日
至2020年６月30日

自2021年４月１日
至2021年６月30日

１株当たり四半期純損失金額（△） （円） △392.61 △127.52

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２　売上高には消費税等は含まれていない。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

４　１株当たり四半期（当期）純損失金額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式については、株式給付

信託（ＢＢＴ）が所有する当社株式を控除対象の自己株式に含めて算出している。

５　前第２四半期連結会計期間において行われた企業結合に係る暫定的な会計処理が前連結会計年度末に確定し

ており、前第２四半期連結累計期間及び前第２四半期連結会計期間の関連する主要な経営指標等について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の当初配分額の重要な見直しが反映された後の金額によってい

る。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容の変更と主要な関

係会社の異動の状況は概ね次のとおりである。

 

　(1) 石油化学

　　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はない。

 

　(2) 化学品

　　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はない。

 

　(3) エレクトロニクス

　　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はない。

 

　(4) 無機

　　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はない。

 

　(5) アルミニウム

　　詳細について、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項　（企業結合等関係）　（アルミ缶事

　業の譲渡）」に記載している。

 

　(6) 昭和電工マテリアルズ

　　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はない。

 

　(7) その他

　　詳細について、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項　（企業結合等関係）　（子会社株式

　の譲渡）」に記載している。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)経営成績の概況

　当第２四半期連結累計期間の世界経済は、堅調に推移している半導体関連業界を含む製造業で回復の兆しはあるも

のの、新型コロナウィルス感染症（COVID-19）の大流行による世界的な経済活動抑制の影響により、依然として厳し

い状況にある。国内経済においては、個人消費は弱含んでいるものの、企業収益は輸出に増加傾向が見られ製造業を

中心に持ち直すなど、企業の業況判断は底打ち感が見られた。

　当社を巡る経営環境は、COVID-19の終息が見えないなか世界的なカーボンニュートラルをめぐる政策論議や米中貿

易摩擦など不透明な要因もあったが、半導体関連業界は堅調に推移し、自動車生産では回復感が強まりつつも一部で

半導体供給不足の影響が見られた。

 

　当社グループは、お客様、お取引先、従業員など関係する皆様の安全・健康を第一に考え、COVID-19感染予防の施

策を実施している。具体的には、全社に在宅勤務制度を導入し、特に本社においては抜本的な業務の改善を併せて行

うことで政府が求める水準を上回るテレワークを現在においても継続実施している。また、感染懸念時における特別

休暇の付与、海外出張の原則禁止、国内出張の制限、完全フレックスタイム制度の導入による時差出勤の励行、会食

の原則禁止など従業員の安全確保と感染拡大防止を最優先にした施策を現在も継続している。同時に、生産拠点では

感染防止策を徹底した上で生産活動の維持に努め、お客様に対する製品供給の継続など社会インフラ機能の維持に注

力している。併せて、主要事業所・拠点における職域接種など、従業員のワクチン接種を後押しする施策を進めてい

る。

 

　当社グループは長期的に目指す姿を設定し、2019年より連結中期経営計画「The TOP 2021」を推進している。当社

グループが持続的に発展し、社会から信頼・評価されるためには、株主様をはじめ、お客様、お取引先、地域関係

者、従業員など、全てのステークホルダーの皆様にご満足いただけるよう、企業価値の向上を図ることが重要であ

る。当社グループはこれをグループ経営理念として明確にし、株主価値・顧客価値・社会価値の最大化に向けた経営

を推進する。

 

　当社グループは、「The TOP 2021」の完遂により収益基盤の強靭化と収益変動幅の抑制を図り、企業価値を向上さ

せるとともに、2023年１月の昭和電工マテリアルズ㈱との法人格統合に向けて、2021年７月に指揮命令系統とコーポ

レート機能を実質的に統合し、2022年１月には当初計画より１年前倒して経営組織体制を統合する予定である。当社

は、昭和電工マテリアルズ㈱との統合により将来に向けて成長基盤を確立するための“統合新会社の長期ビジョン

（2021～2030）”を2020年12月に発表した。両社は統合新会社としての存在意義（パーパス）として、「化学の力で

社会を変える」ことを掲げていく。先端材料パートナーとして、時代が求める機能を創出し、グローバル社会の持続

可能な発展に貢献するという意味合いが包含されている。また、この存在意義（パーパス）の充足に向けた目指す姿

として「世界で戦える会社」「持続可能なグローバル社会に貢献する会社」の２つを掲げ、実現に向けて邁進してい

く。

 

　当第２四半期連結累計期間の連結営業成績については、売上高は、その他セグメントは昭光通商㈱の株式譲渡によ

る非連結化で大幅減収となったが、石油化学セグメントは市況回復、化学品、エレクトロニクス、無機、アルミニウ

ムの４セグメントはCOVID-19により落ち込みの大きかった前年同四半期連結累計期間に比べ数量が回復し、さらに昭

和電工マテリアルズセグメントは前年第３四半期連結会計期間期首からの新規連結により大幅な増収となり、総じて

大幅な増収となる6,933億58百万円（前年同四半期連結累計期間比112.3%増）となった。営業利益は、その他セグメ

ントは減益となったが、石油化学セグメントは主にナフサ要因の大幅な改善、昭和電工マテリアルズセグメントの通

期連結化、化学品、エレクトロニクス、無機、アルミニウムの４セグメントも増益となり、総じて大幅増益となる

475億66百万円（同733億61百万円増）となった。経常利益は、支払利息は増加したが、前年の旧日立化成㈱株式取得

に関連する一過性の各種手数料等がなく、為替差益、持分法による投資利益が増加し502億6百万円（同934億30百万

円増）となった。

　親会社株主に帰属する四半期純損益は、特別損失としてアルミ機能部材事業の生産拠点における環境対策費90億

円、蓄電デバイス・システム事業の譲渡に係る事業構造改善費用301億円等を計上したことにより、134億12百万円

（同411億63百万円増）の損失となった。
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(2)セグメントの状況

（石油化学）

当セグメントでは、オレフィン事業は、中国需要の回復による東アジアの需給バランスの改善、原料価格上昇によ

るエチレン・プロピレン等の製品市況の改善により増収となった。有機化学品事業は、酢酸エチル・酢酸ビニルは定

修のあった前年同四半期連結累計期間に比べ販売数量の増加に加え市況も大幅に上昇し増収となった。

この結果、当セグメントの売上高は1,272億17百万円（前年同四半期連結累計期間比32.9％増）となり、営業利益

はナフサ要因の大幅な改善、製品市況の上昇により116億90百万円（同153億57百万円増）となった。

 

（化学品）

当セグメントでは、基礎化学品事業は、液化アンモニアは数量増、アクリロニトリルは市況上昇、クロロプレンゴ

ムは輸出数量が増加し、総じて増収となった。機能性化学品事業は、国内、輸出の数量増により増収となった。産業

ガス事業は小幅に増収となった。情報電子化学品事業は、半導体業界向け数量増により増収となった。コーティング

材料事業は数量増により増収となった。

この結果、当セグメントの売上高は866億79百万円（前年同四半期連結累計期間比20.3％増）となり、営業利益は

106億11百万円（同111.4％増）となった。

 

（エレクトロニクス）

当セグメントでは、ハードディスク事業はＨＤメディアがデータセンター向け、ＰＣ向けともに出荷数量が増加し

増収となった。化合物半導体は輸出数量が増加し増収となった。リチウムイオン電池材料事業は、車載・ＰＣ・モバ

イル向けLIB用アルミラミネート包材SPALF®の販売量が増加し増収となった。SiCエピタキシャルウェハー事業は、海

外向けの調整は続くものの国内向け販売量は堅調に推移し小幅の増収となった。

この結果、当セグメントの売上高は493億47百万円(前年同四半期連結累計期間比10.7％増)となり、営業利益は51

億76百万円（同192.8％増）となった。

 

（無機）

当セグメントでは、黒鉛電極事業は、前年同四半期連結累計期間に比べ市況が低下したものの、前年後半からの世

界的な鉄鋼需要の高まりに伴い販売数量が増加し上期を通して営業黒字となった。セラミックス事業は研削材、電子

材料用ファインセラミックスの販売数量が増加し増収となった。

この結果、当セグメントの売上高は464億23百万円（前年同四半期連結累計期間比7.9％増）となり、営業利益は大

幅な増益となる62億97百万円（同292億2百万円増）となった。

 

（アルミニウム）

当セグメントでは、アルミ機能部材事業は、自動車部品、工作機械、ＯＡ機器業界向けに需要が増加し増収となっ

た。アルミ圧延品事業のアルミ電解コンデンサー用高純度箔は、産業機器・車載向け等の需要増加により増収となっ

た。アルミ缶事業は、国内は生産能力の削減に伴い小幅減収となったが、ハナキャン・ジョイント・ストック・カン

パニー（ベトナム）は前年後半に本格稼働した新設工場が寄与して増収となり、総じて増収となった。

この結果、当セグメントの売上高は477億12百万円（前年同四半期連結累計期間比22.8％増）となり、営業利益は

56億21百万円（同58億26百万円増）となった。

 

（昭和電工マテリアルズ）

前第２四半期連結会計期間より、昭和電工マテリアルズ㈱及びその子会社を連結の範囲に含めたことから、報告セ

グメントを新設し、前第３四半期連結会計期間期首より売上高、営業利益を取り込んだ。

当セグメントでは、旺盛な半導体需要や自動車生産台数の回復などを背景に、半導体回路平坦化用研磨材料等の電

子材料、銅張積層板等の配線板材料、樹脂成形品等のモビリティ部材が堅調に推移した。

この結果、当セグメントの売上高は3,201億79百万円、営業利益は126億5百万円となった。なお、当セグメントの

営業利益には、昭和電工マテリアルズ㈱の株式取得に伴って計上したのれん等の償却費約172億円が含まれている。

 

（その他）

当セグメントでは、売上高は当第２四半期連結会計期間から昭光通商㈱の株式譲渡による非連結化に伴い大幅な減

収となる336億47百万円（前年同四半期連結累計期間比39.4％減）となり、営業利益は1億6百万円（同77.9％減）と

なった。

 

(3)財政状態の概況

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、棚卸資産は増加したものの、現金及び預金、有形固定資産、のれん等無

形固定資産は減少し、前連結会計年度末比612億84百万円減少の2兆1,423億22百万円となった。負債合計は、営業債

務は増加したものの有利子負債（借入金、コマーシャル・ペーパー、社債及びリース債務）は大幅に減少し、前連結

会計年度末比561億34百万円減少の1兆4,293億91百万円となった。純資産は、為替換算調整勘定等の増加はあった

が、親会社株主に帰属する四半期純損失の計上、前期配当金の支払いにより利益剰余金が減少したため、前連結会計

年度末比51億50百万円減少の7,129億31百万円となった。
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(4)キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失の減少等に

より、前年同四半期連結累計期間比501億32百万円の収入増加となる553億1百万円の収入となった。

　当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、旧日立化成㈱株式を取得した前年同四

半期連結累計期間に比べ、7,821億72百万円の支出減少となる103億93百万円の支出となった。

　この結果、当第２四半期連結累計期間におけるフリー・キャッシュ・フローは、前年同四半期連結累計期間比

8,323億4百万円の収入増加となる449億8百万円の収入となった。

　当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、当第２四半期連結累計期間は株式取得

資金の調達がなく、前年同四半期連結累計期間比9,383億86百万円の収入減少となる736億46百万円の支出となった。

　この結果、当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、為替変動の影響等も含め、前連結会計年度末比

196億45百万円減少となる1,782億82百万円となった。

 

(5)事業上及び財務上の対処すべき課題

　（当社グループの対処すべき課題）

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

 

(6)研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、237億5百万円である。なお、当第２四

半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。

 

(7)従業員数

　当第２四半期連結累計期間の末日時点の従業員数は、前連結会計年度末に比べて1,311名減少している。これは、

主としてアルミニウムセグメントにおいてアルミ缶事業を譲渡したことによるものである。

　なお、従業員数は就業人員であり、連結会社外への出向者を除き、連結会社外から受け入れた出向者を含んでい

る。
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３【経営上の重要な契約等】

１．アルミ缶事業及びアルミ圧延品事業の承継を含む一連の取引に関する基本契約の締結

　当社は、2021年１月28日、2021年６月24日及び2021年８月２日を効力発生日として、会社分割（吸収分割）に

より当社のアルミ缶事業を当社の100％連結子会社である昭和アルミニウム缶㈱（以下、昭和アルミニウム缶）

に、アルミ圧延品事業を同100％非連結子会社である昭和電工堺アルミ㈱に、それぞれ承継することを含む一連

の取引に関する基本契約（以下、本基本契約）をApollo Global Management, Inc.及びその関連会社が投資助言

するファンドが保有する特別目的会社（以下、総称して「Apollo」）との間で締結した。本基本契約に基づく一

連の取引により、昭和アルミニウム缶は当社の連結子会社から外れる一方で、独立会社としてApolloに引き継が

れた。

 

(1)一連の取引の目的

　変化の激しい経営環境を踏まえ、持続的成長の実現に向けた経営資源の最適な配分・持続的な成長を実現する

ポートフォリオマネジメントを検討する中で、アルミ缶事業及びアルミ圧延品事業については、あらゆる選択肢

を慎重に検討した結果、アルミ事業に関する専門的な知見・経営資源を有する事業パートナーのもとで事業拡大

を図ることが、両事業にとって、それぞれの事業に従事する従業員とともに更なる成長を図ることができる、と

の結論に至り、世界有数の投資会社として、アルミ関連業界への20年以上にわたる豊富な支援実績を有する

Apolloとの間で本基本契約に基づく一連の取引を推進することを決定した。

 

(2)会社分割及び一連の取引の日程

基本契約締結日 2021年１月28日

吸収分割契約締結日（アルミ缶事業） 2021年４月21日

吸収分割契約締結日（アルミ圧延品事業） 2021年６月25日

吸収分割効力発生日（アルミ缶事業） 2021年６月24日

吸収分割効力発生日（アルミ圧延品事業） 2021年８月２日

（注）本会社分割は、会社法第784条第２項に基づく簡易分割に該当するため、当社の株主総会の決議を経ずに

行われた。

 

(3)会社分割に係る割当ての内容

　本会社分割に際して、株式の割当、その他の対価の交付は行われない。

 

(4)分割する部門の事業内容

アルミ缶事業 当社の飲料用アルミ缶等の製造及び販売

アルミ圧延品事業 当社の電解コンデンサーを主用途とした高純度アルミ箔等の製造及び販売

 

(5)会社分割後の吸収分割承継会社の資本金・事業の内容等

　ア．アルミ缶事業

　　昭和アルミニウム缶株式会社の概要

① 名 称 昭和アルミニウム缶株式会社

② 所 在 地 東京都品川区西五反田一丁目30番２号ウィン五反田ビル７階

③ 代 表 者 代表取締役社長　田代 泰

④ 事 業 内 容 日本及びベトナムにおけるアルミ缶等製造業

⑤ 資 本 金 2,160百万円
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　イ．アルミ圧延品事業

　　昭和電工堺アルミ株式会社の概要

① 名 称 昭和電工堺アルミ株式会社

② 所 在 地 大阪府堺市堺区海山町六丁目224番地

③ 代 表 者 代表取締役社長　細井 隆広

④ 事 業 内 容 アルミニウム等の軽合金を原材料とする地金、鋳造品、圧延

品、箔の生産並びにこれらの加工

⑤ 資 本 金 13百万円

 

２．プリント配線板事業の譲渡に関する契約の締結

当社の連結子会社である昭和電工マテリアルズ㈱は、2021年６月２日付で、昭和電工マテリアルズ㈱並びに昭和電

工マテリアルズ㈱の連結子会社である昭和電工マテリアルズ・エレクトロニクス㈱（以下、SDME）、㈱山岸エーアイ

シー（以下、YGA）及びShowa Denko Materials (Singapore) Pte. Ltd.（以下、SDMS）のプリント配線板事業（以

下、本対象事業）をポラリス・キャピタル・グループ㈱が設立した特別目的会社であるPTCJ-Sホールディングス㈱に

譲渡する契約を締結した。

昭和電工マテリアルズ㈱は、その100％子会社として株式会社２社を設立し、2021年９月１日付で、会社分割の方

法により、昭和電工マテリアルズ㈱の本対象事業（昭和電工マテリアルズ㈱が保有するYGA株式及びSDMS株式を含

む。）及びSDMEの本対象事業（SDMEが保有するYGA株式を含む。）を各社に承継させる（以下、昭和電工マテリアル

ズ㈱の本対象事業を承継する株式会社を新会社、SDMEの本対象事業を承継する株式会社を新会社（SDME））。昭和電

工マテリアルズ㈱は、当該会社分割（以下、個別に又は総称して本会社分割）の効力発生後、同日付で、新会社

（注）の株式の全てをPTCJ-Sホールディングス㈱に譲渡することを予定している。

（注）本会社分割によって昭和電工マテリアルズ㈱の保有する新会社（SDME）の全株式が新会社に承継されるた

め、新会社は新会社（SDME）の全株式を保有する予定である。

 

(1) 取引の目的

当社は前第２四半期連結会計期間より昭和電工マテリアルズ㈱を連結子会社とし、2023年には両社は統合を実施す

る予定である。持続的な成長を実現するための最適な経営資源の配分や事業ポートフォリオの再編、両社技術の融合

を通じたイノベーションの創出に向けて取り組んでいる中で、本対象事業について慎重に検討し、本対象事業が保有

する技術力やお客さまとの強固な関係性などの強みを最大限活用できるよう、豊富な投資実績と投資先企業の企業価

値向上を実現してきた経験のあるポラリス・キャピタル・グループのもとで事業拡大を図ることが最適との結論に至

り、本対象事業を譲渡することを決定した。

 

(2) 吸収分割の日程

吸収分割承継会社の設立 2021年６月22日

吸収分割契約承認取締役会 2021年７月２日

吸収分割契約締結 2021年７月２日

吸収分割の効力発生日 2021年９月１日（予定）

 

(3)会社分割に係る割当ての内容

本会社分割に際して、株式の割当、その他の対価の交付は行われない。

 

(4)分割する部門の事業内容

プリント配線板の製造及び販売
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(5)会社分割後の吸収分割承継会社の資本金・事業の内容等

SDMC分割準備株式会社の概要

① 名 称 SDMC分割準備株式会社

② 所 在 地 東京都千代田区丸の内一丁目９番２号

③ 代 表 者 取締役社長　月足 高

④ 事 業 内 容 プリント配線板の製造及び販売並びに当該事業を営むグループ

会社の支配及び管理

⑤ 資 本 金 １円
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 330,000,000

計 330,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
（2021年６月30日）

提出日現在
発行数(株)

（2021年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 149,711,292 149,711,292
東京証券取引所

市場第一部

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株である。

計 149,711,292 149,711,292 － －

 
 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2021年４月１日～

2021年６月30日
－ 149,711,292 － 140,564 － 25,139
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（５）【大株主の状況】

  2021年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 11,569 7.92

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海一丁目８番12号 7,344 5.02

KOREA SECURITIES DEPOSITORY-

SAMSUNG　（常任代理人　シティバン

ク、エヌ・エイ東京支店）

34-6, YEOUIDO-DONG, YEONGDEUNGPO-

GU, SEOUL, KOREA　（東京都新宿区新

宿六丁目27番30号）

7,016 4.80

GOVERNMENT OF NORWAY　（常任代理人　

シティバンク、エヌ・エイ東京支店）

BANKPLASSEN 2, 0107 OSLO 1 OSLO

0107 NO　（東京都新宿区新宿六丁目27

番30号）

5,221 3.57

富国生命保険相互会社 東京都千代田区内幸町二丁目２番２号 4,517 3.09

STATE STREET BANK CLIENT OMNIBUS

OM04　（常任代理人　香港上海銀行東京

支店）

338 PITT STREET SYDNEY NSW 2000

AUSTRALIA　（東京都中央区日本橋三丁

目11番１号）

2,861 1.96

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 2,700 1.85

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 2,512 1.72

株式会社日本カストディ銀行（信託口

７）
東京都中央区晴海一丁目８番12号 2,507 1.72

J. P. MORGAN SECURITIES PLC　（常任

代理人　JPモルガン証券株式会社）

25 BANK STREET CANARY WHARF LONDON

UK　（東京都千代田区丸の内二丁目７番

３号）

2,471 1.69

計 － 48,717 33.33

　（注）１　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、日本マスタートラスト信託銀行株式会社11,569千株、

株式会社日本カストディ銀行9,851千株である。

　　　　２　上記のほか、当社は3,553千株の自己株式を保有している。

　　　　３　2021年１月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、三井住友トラスト・アセットマネ

ジメント株式会社並びにその共同保有者である日興アセットマネジメント株式会社が、2021年１月15日現在

でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨が記載されているものの、当社としては、各社の2021年６月

30日現在の実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めていない。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（千株）

株券等保有割合
（％）

三井住友トラスト・アセットマネジ

メント株式会社
東京都港区芝公園一丁目１番１号 5,638 3.77

日興アセットマネジメント株式会社 東京都港区赤坂九丁目７番１号 2,719 1.82

計 － 8,356 5.58
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　　　　４　2021年３月２日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、株式会社三菱UFJ銀行並びにその

共同保有者である三菱UFJ信託銀行株式会社、MUFG Securities EMEA plc、三菱UFJ国際投信株式会社及び三

菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社が、2021年２月22日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有して

いる旨が記載されているものの、当社としては、各社の2021年６月30日現在の実質所有株式数の確認ができ

ないので、上記大株主の状況には含めていない。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（千株）

株券等保有割合
（％）

株式会社三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 166 0.11

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 5,069 3.39

 MUFG Securities EMEA plc

Ropemaker Place, 25 Ropemaker

Street, London EC2Y 9AJ, United

Kingdom

500 0.33

三菱UFJ国際投信株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目12番１号 1,943 1.30

三菱UFJモルガン・スタンレー証券株

式会社
東京都千代田区大手町一丁目９番２号 949 0.63

計 － 8,627 5.76

 

　　　　５　2021年５月10日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、野村證券株式会社並びにその共同

保有者であるNOMURA INTERNATIONAL PLC及び野村アセットマネジメント株式会社が、2021年４月30日現在で

それぞれ以下のとおり株式を保有している旨が記載されているものの、当社としては、各社の2021年６月30

日現在の実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めていない。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（千株）

株券等保有割合
（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目13番１号 387 0.26

NOMURA INTERNATIONAL PLC
1 Angel Lane, London EC4R 3AB,

United Kingdom
59 0.04

野村アセットマネジメント株式会社 東京都江東区豊洲二丁目２番１号 6,559 4.38

計 － 7,006 4.68

 

　　　　６　2021年５月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、株式会社みずほ銀行並びにその共

同保有者であるみずほ証券株式会社、みずほ信託銀行株式会社及びアセットマネジメントOne株式会社が、

2021年５月14日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨が記載されているものの、当社として

は、各社の2021年６月30日現在の実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めていな

い。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（千株）

株券等保有割合
（％）

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 3,090 2.06

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 451 0.30

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 840 0.56

アセットマネジメントOne株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 4,732 3.16

計 － 9,113 6.09

 

EDINET提出書類

昭和電工株式会社(E00751)

四半期報告書

12/37



（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2021年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）
－

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

普通株式 3,552,600

（相互保有株式）
－

普通株式 －

完全議決権株式（その他） 普通株式 145,859,200 1,458,592 同上

単元未満株式 普通株式 299,492 －
同上

１単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  149,711,292 － －

総株主の議決権  － 1,458,592 －

（注）１　証券保管振替機構名義の株式が、「完全議決権株式（その他）」に1,700株（議決権17個）、「単元未満株

式」に60株含まれている。

２　「単元未満株式」には、当社所有の自己保有株式62株が含まれている。

３　「完全議決権株式（その他）」には、株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式271,000株（議決権の数

2,710個）が含まれている。

 

②【自己株式等】

    2021年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

（自己保有株式）

昭和電工株式会社

東京都港区芝大門一丁

目13番９号
3,552,600 － 3,552,600 2.37

計 － 3,552,600 － 3,552,600 2.37

　（注）株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式271,000株については、上記の自己株式等には含まれていない。

 

２【役員の状況】

該当事項なし。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成している。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2021年４月１日から2021

年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年１月１日から2021年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2020年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 198,982 179,579

受取手形及び売掛金 ※３,※４ 271,628 ※３ 271,687

商品及び製品 93,947 106,715

仕掛品 28,383 29,802

原材料及び貯蔵品 67,877 78,381

その他 ※３ 62,917 ※３ 58,651

貸倒引当金 △1,092 △1,102

流動資産合計 722,644 723,713

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 142,300 142,387

機械装置及び運搬具（純額） 222,036 210,316

土地 264,589 255,029

その他（純額） 98,194 94,226

有形固定資産合計 727,119 701,957

無形固定資産   

のれん 359,200 327,527

その他 239,244 227,314

無形固定資産合計 598,443 554,840

投資その他の資産   

投資有価証券 106,408 111,807

その他 56,738 50,496

貸倒引当金 △7,747 △491

投資その他の資産合計 155,399 161,811

固定資産合計 1,480,962 1,418,609

資産合計 2,203,606 2,142,322
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2020年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※４ 164,356 178,322

短期借入金 62,645 62,471

1年内返済予定の長期借入金 ※５ 31,387 ※５ 34,719

コマーシャル・ペーパー 10,000 －

1年内償還予定の社債 25,000 29,997

引当金 10,604 22,942

その他 ※５ 108,078 ※５ 103,604

流動負債合計 412,071 432,054

固定負債   

社債 66,929 46,940

長期借入金 ※５ 839,436 ※５ 787,556

引当金 4,026 997

退職給付に係る負債 24,750 22,693

その他 138,314 139,151

固定負債合計 1,073,455 997,337

負債合計 1,485,526 1,429,391

純資産の部   

株主資本   

資本金 140,564 140,564

資本剰余金 78,190 78,190

利益剰余金 165,572 141,970

自己株式 △11,657 △11,653

株主資本合計 372,669 349,070

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,728 6,905

繰延ヘッジ損益 908 2,230

土地再評価差額金 29,034 28,929

為替換算調整勘定 △506 21,686

退職給付に係る調整累計額 128 560

その他の包括利益累計額合計 33,292 60,311

非支配株主持分 312,119 303,549

純資産合計 718,080 712,931

負債純資産合計 2,203,606 2,142,322
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2020年１月１日
　至　2020年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年６月30日)

売上高 326,621 693,358

売上原価 296,724 520,848

売上総利益 29,897 172,510

販売費及び一般管理費 ※１ 55,692 ※１ 124,943

営業利益又は営業損失（△） △25,795 47,566

営業外収益   

受取利息 399 394

受取配当金 637 996

持分法による投資利益 436 2,957

為替差益 38 4,240

雑収入 1,634 2,916

営業外収益合計 3,144 11,502

営業外費用   

支払利息 1,973 5,321

資金調達費用 ※２ 16,075 －

雑支出 2,525 3,542

営業外費用合計 20,573 8,863

経常利益又は経常損失（△） △43,225 50,206

特別利益   

事業譲渡益 － ※３ 8,124

その他 2,086 2,414

特別利益合計 2,086 10,538

特別損失   

固定資産除売却損 1,488 1,267

事業構造改善費用 ※４ 5,278 ※４ 32,767

その他 1,693 26,871

特別損失合計 8,460 60,905

税金等調整前四半期純損失（△） △49,598 △161

法人税等 1,709 5,661

四半期純損失（△） △51,308 △5,823

非支配株主に帰属する四半期純利益 3,267 7,589

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △54,575 △13,412
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2020年１月１日
　至　2020年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年６月30日)

四半期純損失（△） △51,308 △5,823

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △6,163 3,151

繰延ヘッジ損益 △820 1,322

為替換算調整勘定 △4,965 22,305

退職給付に係る調整額 188 435

持分法適用会社に対する持分相当額 △62 536

その他の包括利益合計 △11,822 27,749

四半期包括利益 △63,129 21,926

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △66,250 13,712

非支配株主に係る四半期包括利益 3,121 8,214
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2020年１月１日
　至　2020年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △49,598 △161

減価償却費 19,429 49,495

減損損失 323 3,977

のれん償却額 107 9,216

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,535 △844

受取利息及び受取配当金 △1,036 △1,389

支払利息 1,973 5,321

資金調達費用 16,075 －

持分法による投資損益（△は益） △436 △2,957

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 432 △996

固定資産除却損 1,219 1,200

固定資産売却損益（△は益） △1,298 △755

事業譲渡損益（△は益） － △8,124

事業構造改善費用 5,278 32,767

売上債権の増減額（△は増加） 37,799 △15,757

たな卸資産の増減額（△は増加） 20,906 △30,280

仕入債務の増減額（△は減少） △32,029 25,709

その他 △6,384 △8,852

小計 11,225 57,568

利息及び配当金の受取額 1,450 1,748

利息の支払額 △1,954 △4,885

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △5,553 870

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,169 55,301

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △16 △1,060

定期預金の払戻による収入 204 878

有形固定資産の取得による支出 △25,958 △33,530

有形固定資産の売却による収入 5,443 2,077

投資有価証券の取得による支出 △14 △2,440

投資有価証券の売却による収入 1,466 2,288

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△770,760 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入
－ 13,156

短期貸付金の純増減額（△は増加） △1,149 △880

長期貸付けによる支出 △85 △49

長期貸付金の回収による収入 36 14,051

その他 △1,732 △4,884

投資活動によるキャッシュ・フロー △792,565 △10,393
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  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2020年１月１日
　至　2020年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,556 △1,431

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） 53,000 △10,000

長期借入れによる収入 581,404 1,800

長期借入金の返済による支出 △17,379 △51,602

社債の償還による支出 － △15,000

株式の発行による収入 268,503 －

自己株式の取得による支出 △1 △5

自己株式の売却による収入 1 0

配当金の支払額 △11,654 △9,466

非支配株主からの払込みによる収入 － 29,766

非支配株主への配当金の支払額 △1,079 △9,349

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
－ △5,293

その他 △2,498 △3,065

財務活動によるキャッシュ・フロー 864,740 △73,646

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,577 9,093

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 75,767 △19,645

現金及び現金同等物の期首残高 121,734 197,928

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 197,501 ※１ 178,282
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

１ 連結の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間より、新たに設立したMinaris Regenerative Medicine㈱を連結の範囲に含めた。

　ＣＳＢ電池科技(北京)有限公司は清算結了したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外した。

　昭光通商㈱及びその子会社４社は、昭光通商㈱の株式譲渡に伴い、当第２四半期連結会計期間より連結の範囲

から除外した。

　昭和アルミニウム缶㈱及びその子会社のHanacans Joint Stock Companyは、昭和アルミニウム缶㈱の株式譲渡

に伴い、当第２四半期連結会計期間より連結の範囲から除外した。

　CVI Logistics Corporationは清算結了したため、当第２四半期連結会計期間より連結の範囲から除外した。

 

２ 持分法適用の範囲の重要な変更

　前連結会計年度まで持分法非適用の関連会社であった富山共同自家発電㈱を、重要性の観点から、第１四半期

連結会計期間より持分法適用の範囲に含めた。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

 

（追加情報）

　（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用）

　当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創

設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた

項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実

務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額につ

いて、改正前の税法の規定に基づいている。

 

　（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

　前連結会計年度（2020年12月期）の有価証券報告書「（追加情報）３ 新型コロナウイルス感染症拡大に伴う

会計上の見積りについて」に記載した内容から重要な変更はない。

 

（プリント配線板事業の譲渡について）

当社の連結子会社である昭和電工マテリアルズ㈱は、2021年６月２日付で、昭和電工マテリアルズ㈱並びに昭

和電工マテリアルズ㈱の連結子会社である昭和電工マテリアルズ・エレクトロニクス㈱（以下、SDME）、㈱山岸

エーアイシー（以下、YGA）及びShowa Denko Materials (Singapore) Pte. Ltd.（以下、SDMS）のプリント配線

板事業（以下、本対象事業）をポラリス・キャピタル・グループ㈱が設立した特別目的会社であるPTCJ-Sホール

ディングス㈱に譲渡する契約を締結した。

昭和電工マテリアルズ㈱は、その100％子会社として株式会社２社を設立し、2021年９月１日付で、会社分割

の方法により、昭和電工マテリアルズ㈱の本対象事業（昭和電工マテリアルズ㈱が保有するYGA株式及びSDMS株

式を含む。）及びSDMEの本対象事業（SDMEが保有するYGA株式を含む。）を各社に承継させる（以下、昭和電工

マテリアルズ㈱の本対象事業を承継する株式会社を新会社、SDMEの本対象事業を承継する株式会社を新会社

（SDME））。昭和電工マテリアルズ㈱は、当該会社分割（以下、個別に又は総称して本会社分割）の効力発生

後、同日付で、新会社（注）の株式の全てをPTCJ-Sホールディングス㈱に譲渡することを予定している。

（注）本会社分割によって昭和電工マテリアルズ㈱の保有する新会社（SDME）の全株式が新会社に承継される

ため、新会社は新会社（SDME）の全株式を保有する予定である。

 

(1) 取引の目的

当社は前第２四半期連結会計期間より昭和電工マテリアルズ㈱を連結子会社とし、2023年には両社は統合を実

施する予定である。持続的な成長を実現するための最適な経営資源の配分や事業ポートフォリオの再編、両社技

術の融合を通じたイノベーションの創出に向けて取り組んでいる中で、本対象事業について慎重に検討し、本対

象事業が保有する技術力やお客さまとの強固な関係性などの強みを最大限活用できるよう、豊富な投資実績と投

資先企業の企業価値向上を実現してきた経験のあるポラリス・キャピタル・グループのもとで事業拡大を図るこ

とが最適との結論に至り、本対象事業を譲渡することを決定した。
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(2) 吸収分割の日程

吸収分割承継会社の設立 2021年６月22日

吸収分割契約承認取締役会 2021年７月２日

吸収分割契約締結 2021年７月２日

吸収分割の効力発生日 2021年９月１日（予定）

 

(3) 分割する部門の事業内容

プリント配線板の製造及び販売
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（四半期連結貸借対照表関係）

１　保証債務

　関係会社等の銀行借入金等に対する保証債務

前連結会計年度
（2020年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2021年６月30日）

富山共同自家発電㈱ 300百万円 富山共同自家発電㈱ 480百万円

その他 458 その他 264 

計 758 計 744 

 

２　訴訟関連

前連結会計年度（2020年12月31日）

　該当事項なし

 

当第２四半期連結会計期間（2021年６月30日）

欧州におけるバッテリー不具合の民事訴訟

　欧州の子会社において、日産自動車㈱の英国及び欧州の子会社からバッテリーの不具合を理由とする

損害賠償を求める民事訴訟が提起されている。これらの影響額は未確定である。

 

※３　手形債権の流動化

前連結会計年度（2020年12月31日）

　当社及び一部の連結子会社は、手形債権の流動化を行った。このため、受取手形は2,200百万円減少

し、資金化していない部分1,527百万円は、流動資産の「その他」に計上している。

 

当第２四半期連結会計期間（2021年６月30日）

　当社及び一部の連結子会社は、手形債権の流動化を行った。このため、受取手形は1,280百万円減少

し、資金化していない部分1,503百万円は、流動資産の「その他」に計上している。

 

※４　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理

　前連結会計年度末日は銀行休業日であったが、期末日満期手形を満期日に決済が行われたものとして処

理している。

　なお、会計期間末日の満期手形は次のとおりである。

 
前連結会計年度
（2020年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2021年６月30日）

受取手形 1,068百万円 － 

支払手形 608 － 

 

※５　財務制限条項

前連結会計年度（2020年12月31日）

　当連結会計年度の借入金の一部には、主に純資産維持条項、利益維持条項等といった一定の財務制限条

項が付されている。

　なお、当連結会計年度末において、財務制限条項に抵触している借入金はない。

 

当第２四半期連結会計期間（2021年６月30日）

　当第２四半期連結会計期間末の借入金の一部には、主に純資産維持条項、利益維持条項等といった一定

の財務制限条項が付されている。

　なお、当第２四半期連結会計期間末において、財務制限条項に抵触している借入金はない。
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（四半期連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主なものは次のとおりである。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 2020年１月１日
　　至 2020年６月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2021年１月１日
　　至 2021年６月30日）

給料手当 12,858百万円 25,422百万円

 

※２　資金調達費用

前第２四半期連結累計期間(自　2020年１月１日　至　2020年６月30日)

　日立化成㈱（現昭和電工マテリアルズ㈱）の株式取得に関連した金融機関に対する一時費用等である。

 

当第２四半期連結累計期間(自　2021年１月１日　至　2021年６月30日)

　該当事項なし。
 

※３ 事業譲渡益

前第２四半期連結累計期間(自　2020年１月１日　至　2020年６月30日)

　該当事項なし。

 

当第２四半期連結累計期間(自　2021年１月１日　至　2021年６月30日)

　当社グループのアルミ缶事業の譲渡によるものである。

 

※４ 事業構造改善費用

前第２四半期連結累計期間(自　2020年１月１日　至　2020年６月30日)

　製造拠点の閉鎖等に伴い見込まれる費用及び損失である。なお、主な内容は退職関連費用等である。

 

当第２四半期連結累計期間(自　2021年１月１日　至　2021年６月30日)

　主に昭和電工マテリアルズ㈱の蓄電デバイス・システム事業の譲渡の意思決定に伴うのれん等の減損損失

である。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 2020年１月１日
　　至 2020年６月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2021年１月１日
　　至 2021年６月30日）

現金及び預金勘定 198,637百万円 179,579百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,136 △1,297 

現金及び現金同等物 197,501 178,282 
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2020年１月１日　至　2020年６月30日）

１　配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年３月26日

定時株主総会
普通株式 11,693 80 2019年12月31日 2020年３月27日 利益剰余金

（注）　「配当金の総額」には、株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式（2019年12月31日基準日：

286,000株）に対する配当金23百万円が含まれている。

 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

該当事項なし。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年６月30日）

１　配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年３月30日

定時株主総会
普通株式 9,500 65 2020年12月31日 2021年３月31日 利益剰余金

（注）　「配当金の総額」には、株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式（2020年12月31日基準日：

277,300株）に対する配当金18百万円が含まれている。

 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

該当事項なし。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　2020年１月１日　至　2020年６月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

 石油化学 化学品
エレクト
ロニクス

無機
アルミニ
ウム

昭和電工
マテリア
ルズ

その他 計

売上高         

外部顧客への売上高 91,028 64,358 44,049 39,995 35,414 － 51,777 326,621

セグメント間の内部

売上高又は振替高
4,716 7,684 525 3,009 3,434 － 3,784 23,151

 計 95,743 72,041 44,574 43,004 38,848 － 55,561 349,772

セグメント損益

 （営業損益）
△3,667 5,020 1,768 △22,905 △205 － 481 △19,508

         

 
調整額
(注)

四半期連結
損益計算書
計上額

      

売上高         

外部顧客への売上高 － 326,621       

セグメント間の内部

売上高又は振替高
△23,151 －       

 計 △23,151 326,621       

セグメント損益

 （営業損益）
△6,287 △25,795       

　　　　　（注）セグメント損益の調整額△6,287百万円には、セグメント間取引消去100百万円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△6,386百万円が含まれている。全社費用は、日立化成㈱（現昭和電工マテリアル

ズ㈱）の株式取得にかかる関連費用△3,546百万円と、報告セグメントに帰属しない全社共通研究開発費

等△2,840百万円である。

 

２　報告セグメントごとの資産に関する情報

　当第２四半期連結会計期間より、日立化成㈱（現昭和電工マテリアルズ㈱）及びその子会社を連結の範囲

に含めたことにより、前連結会計年度の末日に比べ、「昭和電工マテリアルズ」のセグメント資産が、

1,157,444百万円増加している。

　なお、当該セグメント資産は、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定による取得原価の当初配分額の重

要な見直しが反映された後の金額により開示している。

 

３　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　当第２四半期連結会計期間より、日立化成㈱（現昭和電工マテリアルズ㈱）及びその子会社を連結の範囲

に含めたことにより、前連結会計年度の末日に比べ、「昭和電工マテリアルズ」のセグメントにおいて、の

れんが245,652百万円増加している。

　なお、当該のれんの金額は、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定による取得原価の当初配分額の重要

な見直しが反映された後の金額により開示している。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　2021年１月１日　至　2021年６月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

 石油化学 化学品
エレクト
ロニクス

無機
アルミニ
ウム

昭和電工
マテリア
ルズ

その他 計

売上高         

外部顧客への売上高 123,849 80,037 48,878 44,230 45,097 320,041 31,226 693,358

セグメント間の内部

売上高又は振替高
3,368 6,642 469 2,193 2,615 138 2,421 17,845

 計 127,217 86,679 49,347 46,423 47,712 320,179 33,647 711,203

セグメント損益

 （営業損益）
11,690 10,611 5,176 6,297 5,621 12,605 106 52,107

         

 
調整額
(注)

四半期連結
損益計算書
計上額

      

売上高         

外部顧客への売上高 － 693,358       

セグメント間の内部

売上高又は振替高
△17,845 －       

 計 △17,845 693,358       

セグメント損益

 （営業損益）
△4,541 47,566       

　　　　　（注）セグメント損益の調整額△4,541百万円には、セグメント間取引消去123百万円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△4,663百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない全

社共通研究開発費である。

 

２　報告セグメントごとの資産に関する情報

　当第２四半期連結会計期間において、連結子会社である昭光通商㈱の株式を一部売却したため、昭光通商

㈱及びその子会社を連結の範囲から除外した。当該事象により、「その他」のセグメント資産が49,262百万

円減少している。

　また、当第２四半期連結会計期間において、当社のアルミ缶事業（昭和アルミニウム缶㈱及びその子会社

のHanacans Joint Stock Companyを含む。）をAlpha Japan Acquisition㈱に譲渡した。当該事象により、

「アルミニウム」のセグメント資産が53,520百万円減少している。

 

３　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　当第２四半期連結会計期間において、当社のアルミ缶事業（昭和アルミニウム缶㈱及びその子会社の

Hanacans Joint Stock Companyを含む。）をAlpha Japan Acquisition㈱に譲渡した。当該事象による「ア

ルミニウム」セグメントののれんの減少額は1,587百万円、負ののれんの減少額は352百万円である。

　また、「昭和電工マテリアルズ」セグメントにおいて、蓄電デバイス・システム事業の譲渡の意思決定に

伴うのれん等の減損損失を30,069百万円計上している。なお、当該減損損失については、特別損失の事業構

造改善費用に計上している。
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各報告セグメントに属する主要な製品・商品の種類は、下表のとおりである。

 主要製品・商品等

石油化学
オレフィン（エチレン、プロピレン）、有機化学品（酢酸ビニルモノマー、酢酸エチル、

アリルアルコール）、合成樹脂（ポリプロピレン）

化学品

機能性化学品（合成樹脂エマルジョン、不飽和ポリエステル樹脂）、産業ガス（液化炭酸

ガス、ドライアイス、酸素、窒素、水素）、基礎化学品（液化アンモニア、アクリロニト

リル、アミノ酸、苛性ソーダ、塩素、合成ゴム）、情報電子化学品（電子材料用高純度ガ

ス・機能薬品）、コーティング材料

エレクトロニクス
ハードディスク、ＳｉＣエピタキシャルウェハー、化合物半導体（ＬＥＤ）、リチウムイ

オン電池材料

無機 黒鉛電極、セラミックス（アルミナ、研削研磨材）、ファインセラミックス

アルミニウム
コンデンサー用高純度箔、レーザービームプリンター用シリンダー、押出品、鍛造品、熱

交換器、飲料用缶

昭和電工マテリアルズ

電子材料（半導体用エポキシ封止材、半導体用ダイボンディング材料、半導体回路平坦化

用研磨材料、ディスプレイ用回路接続フィルム）、配線板材料（銅張積層板、感光性フィ

ルム）、モビリティ部材（樹脂成形品、摩擦材、粉末冶金製品、リチウムイオン電池用

カーボン負極材）、蓄電デバイス・システム（車両用電池、産業用電池・システム）、ラ

イフサイエンス関連製品（診断薬・装置、再生医療等製品の製法開発・受託製造サービ

ス）

その他 建材、卸売
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（企業結合等関係）

（子会社株式の譲渡）

1．事業分離の概要

(1) 分離先企業の名称

SKTホールディングス株式会社

 

(2) 分離した事業の内容

①分離した事業

卸売事業（昭光通商㈱（以下、昭光通商）及びその子会社４社）

②事業の内容

化学品、合成樹脂、金属及び電子材料等の販売

 

(3) 事業分離を行った主な理由

変化の激しい経営環境の中で、当社としては昭光通商の中期経営計画における改革課題の実現を通じた企

業価値の向上に向けた施策について検討を進めてきた。そのような状況下において、アイ・シグマ・キャピ

タル㈱より昭光通商の企業価値向上に向けた提案を受けた。当社として提案内容を慎重に検討した結果、ア

イ・シグマ・キャピタル㈱並びにその親会社である丸紅㈱及びそのグループ会社が有する国内外のネット

ワーク及び経営ノウハウを活用することで、顧客や販路の開拓、取り扱い製品ラインナップの拡充、スケー

ルメリットを活かした利益率改善や経営の効率化等が可能となり、昭光通商の更なる成長加速と企業価値の

向上を実現できるとの結論に至り、公開買付けを通して、昭光通商の株式をSKTホールディングス㈱に譲渡

することとした。

さらに、当社が本公開買付け後も昭光通商株式の一部を継続保有することに鑑み、アイ・シグマ事業支援

ファンド３号投資事業有限責任組合との間で株主間契約を締結し、当社が本取引後に昭光通商の取締役等候

補者の一部を指名すること等の本取引後の昭光通商の事業運営及び昭光通商が発行する株式の取り扱い等に

ついて合意している。

当社が保有する応募対象株式をSKTホールディングス㈱に譲渡したことにより、昭光通商は当社の連結子会

社から外れることとなるが、当社は、応募対象株式の譲渡後も、昭光通商との取引関係を継続していく方針

である。

 

(4) 事業分離日

2021年４月22日（株式売却日）

2021年４月１日（みなし売却日）

 

(5) 法的形式を含む取引の概要

現金を対価として株式を譲渡した。

 

2．実施した会計処理の概要

(1) 移転損益の金額

関係会社株式売却損 332百万円

 

(2) 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

流動資産  42,918 百万円

固定資産  6,344 百万円

資産合計  49,262 百万円

流動負債  21,179 百万円

固定負債  15,935 百万円

負債合計  37,115 百万円

 

(3) 会計処理

当社が保有していた昭光通商及びその子会社の株式の連結上の帳簿価額と売却価額との差額から売却に係

る費用を控除した金額を、特別損失の「その他」に計上している。

 

3．分離した事業が含まれていた報告セグメントの名称

その他

 

4．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額
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売上高　14,947百万円

営業利益　391百万円

 

（アルミ缶事業の譲渡）

1．事業分離の概要

(1) 分離先企業の名称

Alpha Japan Acquisition株式会社

 

(2) 分離した事業の内容

①分離した事業

アルミ缶事業（当社の完全子会社である昭和アルミニウム缶㈱（以下、SAC）及びその子会社のHanacans

Joint Stock Company（以下、HAC）を含む。）

②事業の内容

飲料用アルミ缶等の製造及び販売

 

(3) 事業分離を行った主な理由

詳細は「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項　（重要な後発事象）（アルミ缶事業及

びアルミ圧延品事業の承継、並びに連結子会社の異動を含む一連の取引について）」に記載のとおりであ

る。

 

(4) 事業分離日

2021年６月24日（株式売却日）

2021年６月30日（みなし売却日）

 

(5) 法的形式を含む取引の概要

当社のアルミ缶事業について、SACを承継会社とする無対価の吸収分割（簡易分割）を行った後、SACの発

行済株式の全てをAlpha Japan Acquisition㈱に現金を対価として譲渡した。

 

2．実施した会計処理の概要

(1) 移転損益の金額

事業譲渡益　8,124百万円

 

(2) 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

流動資産  27,135 百万円

固定資産  26,385 百万円

資産合計  53,520 百万円

流動負債  14,317 百万円

固定負債  584 百万円

負債合計  14,901 百万円

 

(3) 会計処理

当社のアルミ缶事業並びにSAC及びHACの株式の連結上の帳簿価額と売却価額との差額から売却に係る費用

を控除した金額を、特別利益の「事業譲渡益」に計上している。

 

3．分離した事業が含まれていた報告セグメントの名称

アルミニウム

 

4．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

売上高　19,879百万円

営業利益　2,183百万円
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日
　　至　2020年６月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
　　至　2021年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △374円11銭 △91円93銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（△）（百万円）
△54,575 △13,412

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純損失金額（△）（百万円）
△54,575 △13,412

普通株式の期中平均株式数（千株） 145,878 145,884

　（注）１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

２ 普通株式の期中平均株式数の計算において控除する自己株式に、株式給付信託（ＢＢＴ）が所有する当社株

式を含めている（前第２四半期連結累計期間283千株、当第２四半期連結累計期間275千株）。
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（重要な後発事象）

（アルミ缶事業及びアルミ圧延品事業の承継、並びに連結子会社の異動を含む一連の取引について）

　当社は、2021年１月28日、2021年６月24日及び2021年８月２日を効力発生日として、会社分割（吸収分割）に

より当社のアルミ缶事業を当社の100％連結子会社である昭和アルミニウム缶㈱（以下、昭和アルミニウム缶）

に、アルミ圧延品事業を同100％非連結子会社である昭和電工堺アルミ㈱に、それぞれ承継することを含む一連

の取引に関する基本契約（以下、本基本契約）をApollo Global Management, Inc.及びその関連会社が投資助言

するファンドが保有する特別目的会社（以下、総称して「Apollo」）との間で締結した。本基本契約に基づく一

連の取引により、昭和アルミニウム缶は当社の連結子会社から外れる一方で、独立会社としてApolloに引き継が

れた。

 

(1) 一連の取引の目的

　変化の激しい経営環境を踏まえ、持続的成長の実現に向けた経営資源の最適な配分・持続的な成長を実現する

ポートフォリオマネジメントを検討する中で、アルミ缶事業及びアルミ圧延品事業については、あらゆる選択肢

を慎重に検討した結果、アルミ事業に関する専門的な知見・経営資源を有する事業パートナーのもとで事業拡大

を図ることが、両事業にとって、それぞれの事業に従事する従業員とともに更なる成長を図ることができる、と

の結論に至り、世界有数の投資会社として、アルミ関連業界への20年以上にわたる豊富な支援実績を有する

Apolloとの間で本基本契約に基づく一連の取引を推進することを決定した。

 

(2) 会社分割及び一連の取引の日程

基本契約締結日 2021年１月28日

吸収分割契約締結日（アルミ缶事業） 2021年４月21日

吸収分割契約締結日（アルミ圧延品事業） 2021年６月25日

吸収分割効力発生日（アルミ缶事業） 2021年６月24日

吸収分割効力発生日（アルミ圧延品事業） 2021年８月２日

（注）本会社分割は、会社法第784条第２項に基づく簡易分割に該当するため、当社の株主総会の決議を経ずに

行われた。

 

(3) 分割する部門の事業内容

アルミ缶事業 当社の飲料用アルミ缶等の製造及び販売

アルミ圧延品事業 当社の電解コンデンサーを主用途とした高純度アルミ箔等の製造及び販売

 

（蓄電デバイス・システム事業の譲渡について）

当社の連結子会社である昭和電工マテリアルズ㈱が、同社が新たに設立する完全子会社（以下、日本新会社）

に対して、昭和電工マテリアルズ㈱がその埼玉事業所及び名張事業所において行っている蓄電デバイス・システ

ム事業（以下、本事業）を吸収分割（以下、本会社分割）の方法で承継させた上で、日本新会社の全株式に加

え、昭和電工マテリアルズ㈱が直接的又は間接的に保有する、エナジーシステムサービスジャパン㈱、希世比能

源科技股份有限公司、Siam Magi Co., Ltd.、Thai Energy Storage Technology Public Company Limited、Thai

Nonferrous Metal Co., Ltd.、３K Products Company Limited、及びPower Plas Company Limitedの全株式を、

㈱アドバンテッジパートナーズがサービスを提供するファンドを筆頭株主とするサステナブル・バッテリー・ソ

リューションズ㈱（以下、SBS社）に譲渡すること（以下、本株式譲渡といい、本会社分割とあわせて本取引と

総称する。）を、2021年７月８日に開催の取締役会において決議した。

 

(1) 取引の目的

当社は前第２四半期連結会計期間より昭和電工マテリアルズ㈱を連結子会社とし、2023年には両社は統合を実

施する予定である。持続的な成長を実現するための最適な経営資源の配分や事業ポートフォリオの再編、両社技

術の融合を通じたイノベーションの創出に向けて取り組んでいる中で、当社の連結子会社である昭和電工マテリ

アルズ㈱が行う本事業の在り方についても、あらゆる選択肢を慎重に検討した。その結果、本事業に関連する再

生エネルギーや自動車業界等の専門的な知見及び経営資源を有し又はこれらへのアクセスを有する事業パート

ナーのもとで事業拡大を図ることが、本事業の取引先様、当社グループの本事業関連製品を日々ご利用いただい

ている最終消費者の皆様及び当該事業に従事する従業員を含むステークホルダーの皆様にとって最適であり、ま

た、その場合の具体的な事業パートナーとしては、本取引と同種の案件を含む豊富な案件実績を誇り、各種専門

的な知見へのアクセスも豊富な、日本を代表する投資会社である、SBS社が最良であると判断し、同社との間で

本取引を推進することを決定した。
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(2) 本会社分割を含む本取引の日程

本株式譲渡契約（本取引に係る株式譲渡契約）締結日 2021年７月８日

日本新会社設立日 2021年７月21日

本会社分割契約締結日 2021年９月（予定）

本会社分割契約承認株主総会開催日

（昭和電工マテリアルズ㈱及び日本新会社）

2021年10月下旬（予定）

本会社分割効力発生日 2021年12月１日（予定）

本株式譲渡実行日 2021年12月１日（予定）

（注）本取引については、SBS社における国内外の競争法その他の法令等に基づき必要なクリアランス・許認可

等の取得等を条件として実施する予定である。

 

(3) 分割する部門の事業内容

蓄電デバイスの製造及び販売並びにこれらに関するシステム・サービス事業

 

EDINET提出書類

昭和電工株式会社(E00751)

四半期報告書

33/37



２【その他】

該当事項なし。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2021年８月11日

昭和電工株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 宍　戸　通　孝　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 櫻　井　紀　彰　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 會　田　大　央　　㊞

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている昭和電工株式会

社の2021年１月１日から2021年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2021年４月１日から2021年６月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年１月１日から2021年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、昭和電工株式会社及び連結子会社の2021年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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